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政府の宇宙開発利用体制について 

平成 23 年６月６日 

松井 孝典 

 

１．宇宙開発戦略専門調査会における宇宙開発利用体制の検討経

緯 

○平成 20 年 5 月 28 日 宇宙基本法制定 附則第 2 条、3 条、4

条(別添) 

○平成 20 年 10 月～ 宇宙開発利用体制検討ワーキンググルー

プにおいて検討（計 6 回） 

○平成 21 年 3 月   中間報告とりまとめ 

 ○平成 22年 12月 20日 第 10回宇宙開発戦略専門調査会におい

て、体制問題について平成 24 年度予算

要求までに結論を出すということで合

意された 

 

２．宇宙開発戦略専門調査会宇宙開発利用体制検討ＷＧ中間報告

において「必要である」、「適当」又は「望ましい」とされたこと

（抜粋） 

（１）宇宙開発委員会に関すること 

① 宇宙開発委員会について、JAXA に関して行っている宇宙開

発に関する長期的な計画の議決などの機能については廃止す

る。 

（２）内閣府に関すること 

① 内閣府は、宇宙開発戦略本部の下で、基本計画を着実に推

進し、宇宙開発利用に関する基本的な政策の企画立案、推進、

総合調整、フォローアップを行う。 

② 内閣府は本部及び内閣府における政策の企画立案機能を強

化するため国際情勢や技術動向等に関する調査・分析体制を

整備するとともに専門人材を確保する。 

③ 内閣府は産学官等の多様な利用コミュニティの形成を推進

し、政策形成に反映するため、「宇宙開発利用推進連絡会議（仮

称）」を開催する。 

④ 本部や内閣府だけでなく、防衛、情報収集等の分野の側に

おいても、宇宙の利用をより総合的に推進するための体制の

充実を図る。防衛省は関係府省、宇宙機関等の民生部門の研

究開発との連携による協力関係を構築する。 

資料２
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⑤ 内閣府は外務省等と協力して、国際社会への貢献、途上国

支援等の宇宙を活用した外交及び我が国の宇宙産業を支援す

るトップセールス等の宇宙のための外交を推進する。 

⑥ 内閣府は宇宙活動法に基づき許認可等を行うものとし、そ

のための新たな事務を処理するための体制を整備する。内閣

府は宇宙開発委員会の技術的専門的事項に係る機能のうち安

全規制に関する事項について移管を受ける。内閣府は外部の

専門家等により安全基準の設定や事故等の調査に関して技術

的専門事項の審議等を行うための体制を整備する。内閣府に

おいて打上げに関する許認可等に係る安全審査や事故調査を

行う部門については、宇宙開発利用を振興・推進する部門と

の適切な牽制関係を持たせる。   

 

（３）JAXA に関すること 

① JAXA 法の目的条項を基本法と整合させ、JAXA を我が国宇宙

開発利用全体の中核的機関と位置づける 

② 利用府省や産業界など利用コミュニティがJAXAの実施する

プロジェクトの進行管理に関わり、利用コミュニティ側のミ

ッション要求を適切にJAXAのプロジェクトの実施に反映でき

る仕組みを構築する。 

③ 我が国産業の振興を図るために業務を行うことをJAXAの重

要な目的の一つとして明確化する。 

④ JAXA は ISAS について、学術研究部門としての独立性を尊重

した運営体制を構築することにより、研究者の自由な発想に

基づく研究開発を行う。 

⑤ JAXA について、我が国産業の振興を図るために業務を行う

ことを重要な目的の一つとして明確化し、宇宙実証を行うな

ど、我が国産業が JAXA の成果を活用できるようにする。        

 

３．内閣府の所掌について更に検討すべき事項 

 

宇宙開発利用体制検討ＷＧにおいては、前述のように内閣府で

具体的に行う業務の相当程度部分についてコンセンサスが形成さ

れているが、それ以外の内閣府の所掌及びＪＡＸＡの所管につい

ては、別添のような様々な案が示されている。抽象的な組織論で

はなく、現在の宇宙政策で対応すべき内容に則して体制の在り方

を整理すると以下のようになる。 
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（１）宇宙予算の戦略的な配分と多様な施策の連携のための体制

整備 

①対応すべき内容 

メリハリのついた強力な宇宙政策を推進していくために

は、現在の各省庁の所管を越えて宇宙予算の戦略的な配分を

行うとともに産業基盤維持、研究開発等の多様な観点を踏ま

え委託費、補助金、官民連携、需要保証等の多様な施策を組

み合わせた宇宙政策を推進することのできる体制を構築する

ことが必要である。 

 

②対応策 

このような体制を構築する方法としては、文部科学省、経

済産業省の宇宙開発部門を内閣府に一元化し、ＪＡＸＡの主

管を内閣府とする案が最も適切ではないか。 

宇宙開発戦略本部及び内閣府の総合調整機能を強化すると

いう考え方については、各省庁の所管を越えて、宇宙予算の

戦略的な配分を行うことが本当にできるか。そのためのアイ

デアとして、一部の委員から調整費を内閣府に計上するとい

う考え方が示されているが、金額、運用の両面で実効的なも

のとできるか。 

 

（２）複数省庁の所管分野に利用がまたがる共通基盤的な実用シ

ステムの開発・整備・運用のための体制整備 

①対応するべき内容 

我が国の宇宙の実用化は、これまで、気象、通信、放送な

どの分野で大きく進んできた。衛星測位に代表される複数の

省庁の所管分野に利用がまたがる共通基盤的な実用システム

の担当官庁を決める必要がある。 

 

②対応策 

このような実用システムの開発・整備・運用の主体につい

ては、責任主体の明確化の必要性、機動的・戦略的な意思決

定の必要性などに鑑みれば、内閣府の分担管理事務とするこ

とが適切ではないか。 

一部の委員からは、利用を進めるためには利用省庁が開

発・整備・運用を行うべきであるという考え方が示された。

このような考え方は、前述のように責任主体の明確化、機動

的・戦略的な意思決定の必要性に鑑みて適切ではなく、また、

JAXA の ALOS シリーズが事実上は実用システムであるにもか
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かわらず、複数存在する各利用省庁ではなく文部科学省が担

当することによりこれまで進められているという実態からみ

ても、現実的ではないのではないか。 

 

なお、実用システムの開発・運用・整備を担当する省庁と

各利用省庁が連携して利用の促進に取り組む必要があること

は言うまでもない。 

 

（３）利用の推進 

①対応するべき内容 

我が国はこれまで、利用につながることを期待してリモー

トセンシングをはじめとする宇宙システムを開発・運用して

きたが、宇宙システムの利用、なかでも行政分野における利

用は不十分である。 

 

②対応策 

内閣府宇宙部門が衛星毎にばらばらになっているリモート

センシングデータの利便性を高めるために共通プラットフォ

ームを整備するとともに、宇宙システムを政府全体で最大限

活用する体制を構築するために、内閣府に利用促進のための

調整費を計上し、各省における利用の取組を推進することが

必要ではないか。 

 

４．ＪＡＸＡの所管について検討すべき事項 

 

ＪＡＸＡの所管は内閣府の所掌の在り方により結論が左右され

る部分はあるが、他方、宇宙開発利用体制検討ワーキンググルー

プの中間報告において、ＪＡＸＡ法の目的条項を基本法と整合さ

せ、ＪＡＸＡを我が国宇宙開発利用全体の中核的機関と位置づけ

ることや我が国産業の振興を図るために業務を行うことをＪＡＸ

Ａの重要な目的の一つとして明確化することなどについてコンセ

ンサスが得られた。このことを踏まえてＪＡＸＡの所管の在り方

を検討するべきではないか。 

 

５．その他各委員から提示された論点について 

 

これまで、宇宙開発戦略専門調査会委員に声を掛けて２回議論

を行った。一部の委員からは書面を受け取った。また、いわゆる

宇宙コミュニティの関係者からも幅広く意見を募る場を設けた。 
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多くの関係者からは、内閣府に文部科学省と経済産業省の宇宙

開発関連業務を一元化する体制の構築が最適との意見を受け取っ

た。他方、一部の委員からは内閣府に強力な宇宙政策推進のため

の組織を設けると、タテ割になるとの懸念があったが、宇宙開発

利用は、宇宙基本法にもあるとおり国民生活一般、産業、外交・

安全保障、科学・技術など多面的な分野と連携して進めるべきで

あることは当然である。同時に宇宙という固有の政策分野がある

ことも忘れるべきではない。諸外国は宇宙活動の自律性を確立す

るとともに宇宙空間の利用を安全保障を含め進めるために国家を

あげて取り組んでいる。２．及び３．にある形で内閣府に強力な

宇宙部門を設ける一方で、全閣僚メンバーで構成する宇宙開発戦

略本部でこれらの多面的な事項と整合性をとりながら宇宙政策を

強力に進める体制を政府内に確立すべきではないか。 
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別添 

 

１．宇宙基本法 附則 

（本部に関する事務の処理を内閣府に行わせるための法制の整備等） 

第二条 

 政府は、この法律の施行後一年を目途として、本部に関する事務の

処理を内閣府に行わせるために必要な法制の整備その他の措置を講

ずるものとする。 

（独立行政法人宇宙航空研究開発機構等に関する検討） 

第三条 

 政府は、この法律の施行後一年を目途として、独立行政法人宇宙航

空研究開発機構その他の宇宙開発利用に関する機関について、その

目的、機能、業務の範囲、組織形態の在り方、当該機関を所管する行

政機関等について検討を加え、見直しを行うものとする。 

（宇宙開発利用に関する施策を総合的かつ一体的に推進するための

行政組織の在り方等の検討） 

第四条 

 政府は、宇宙開発利用に関する施策を総合的かつ一体的に推進す

るための行政組織の在り方等について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるものとする。 

 

 

２．内閣府の在り方について示された各案 

案イ：内閣府が政府全体の宇宙関係予算の資源配分に係る総合

調整を行うことはもとより、内閣府に宇宙利用促進のた

めの調整費又は促進費を計上して、内閣府が主導的に関

係府省の宇宙利用を促進する仕組み。 

案ロ：内閣府が、関係府省の宇宙開発に係る総合調整機能を予

算管理により確実に担保するために宇宙開発予算のうち

重要な事業の予算を一括計上し各府省に移し替えて各府

省に執行させる方法。 

案ハ：関係府省の重要な事務を内閣府に一元化して内閣府が自

ら実施する方法。 
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３．ＪＡＸＡの所管の在り方について示された各案 

案１：内閣府は、総合調整機能により、宇宙基本計画等のＪＡ

ＸＡの業務運営への反映を担保、ＪＡＸＡの所管関係は、

現行を維持。 

案２：案１に加えて、利用ニーズのＪＡＸＡの業務運営への的

確な反映のために、経済産業省、国土交通省等に係る事

務を新たにＪＡＸＡに実施させ、当該業務に係る府省を

共管府省に追加。 

案３：宇宙開発利用に係る政府全体の共通事務を一元的に実施

するため基盤的技術開発等の重要な事業を内閣府が自ら

実施することとし、ＪＡＸＡの当該業務の所管を内閣府

に変更、内閣府をＪＡＸＡの主管とし、（案１）又は（案

２）の所管府省は共管府省とする。 

案４：内閣府は、現在、関係府省が行っている宇宙開発利用に

関する事務を一元的に実施することとし、ＪＡＸＡは、

内閣府の専管とする。 

 


